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利益相反自己申告書
対象期間：１年前から申告日現在まで
※研究責任者か研究分担者のどちらかに必ずチェックして下さい。
	申請者の立場
	
研究責任者　□　　　　　　　　研究分担者　□
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	研究名称
	

	利害関係が想定
される企業等
	



※①～⑧について、本人・親族それぞれの有無を必ずチェックして下さい。
	質問：本研究において利益相反が想定される企業等との関係について、下記の項目に該当しますか。
	本人が該当します
	本人は該当しません
	親族が該当します
	親族は該当しません

	①あなた又は親族※1の方は、当該企業等から年間１００万円以上の経済的収入※2（講演料・原稿料）を得ましたか。
	
	
	
	

	②あなた又は親族の方は１つの企業等から産学公連携活動※3に伴って年間１００万円以上の特許実施料等の収入または自らの発明等の技術移転による収入を得ましたか。また、産学公連携活動に伴う株式（新株予約権を含む）を保有(公開株式は全株式の５％以上、未公開株は１株以上、新株予約権は１個以上)していますか。
	
	
	
	

	③あなた又は親族（※）の方は、当該企業等から年間１００万円以上の共同研究費、受託研究費、治験研究費、研究助成金、奨学寄附金、物品その他の金品の受領またはサービスの供与を受けましたか。
	
	
	
	

	④あなたは、当該企業等の役員に就任するなど法人理事長の承認を受ける兼業活動を行いましたか。
	
	
	
	

	⑤あなたは当該企業等の寄附（拠出）による寄附（共同研究）講座の構成員または被雇用者ですか。
	
	
	
	

	⑥本研究の研究者の中に当該企業等に正規職員として所属する者（大学・医療機関等に派遣された研究者、非常勤講師、社会人大学院生等を含む。）がいますか。
	
	
	
	

	⑦あなた（あなたが所属する講座、研究室等）は当該企業等に正規職員として所属する者を客員研究員、ポスト・ドクトラルフェロー等として受け入れていますか。
	
	
	
	

	⑧本研究データの集計・保管・統計解析・解釈または研究結果の学会発表や論文発表に関して、当該企業等が影響力を行使できる状況にありますか（大学との契約によるものを除く）。
	
	
	
	


※1親族とは、申告者の配偶者及び１親等の血族を指します。
※2ここでいう経済的収入とは、企業等（企業その他の団体若しくは個人）からの講演、原稿執筆、ライセンス等による個人的利益をいいます。
※3ここでいう産学公連携活動とは、本学会が会社その他の営利企業又は営利活動を行う団体（以下、「連携先」という。原則として、公的機関（国、地方公共団体、独立行政法人、学校）と連携して実施する以下に示した連携活動をいいます。
・共同研究：共同研究契約を締結し、本学会と連携先とが共通の課題に共同で取り組む研究（寄附金の受入のことではありません。）
・受託研究：受託研究契約（治験を含む。）を締結し、連携先からの委託を受けて本学会が取り組む研究（寄附金の受入のことではありません。）
・学術指導：学術指導契約を締結し、専門的知見に基づく指導、助言、監修等を通じて、連携先の業務又は活動を支援するもの
・技術移転：自身が関与する知的財産の連携先へのライセンス・譲渡等
・寄 附 金：連携先からの申請に応じて本学会が行う寄附金の受入
・兼　　業：連携先の技術アドバイザー等への就任（医療機関の非常勤医師への就任は除く。）
・そ の 他：研究員の受入、コンソーシアムの結成　等










①～⑧の１つ以上に該当します。
	はい　□
	
	いいえ　□　　　　


　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以下の欄は記載不要です。
提出日、所属・職、氏名を記載の上、
ご提出ください。


以下の欄に該当する内容を記載してください。
提出日、所属・職、氏名を記載の上、ご提出ください。





　


※以下、必要に応じて欄を増やしてご記入下さい。
①又は②（株式保有を除く）について該当する場合、経済的収入（講演料・原稿料・特許実施料収入・その他の産学公連携活動に伴う収入、自らの発明の技術移転による収入）の内容をご記入下さい。
	
	本人が該当する内容
	親族が該当する内容

	企業名
	
	

	金額
	
	

	活動内容
	
	

	活動時間、回数
	
	


②の株式保有について該当する場合、保有している株式の内容についてご記入下さい。
	
	本人が該当する内容
	親族が該当する内容

	企業名
	
	

	時価総額
	
	

	取得理由
	
	

	保有数
	
	

	保有比率
	
	


③について該当する場合、取得した研究費、物品等についてご記入下さい。「項目の名称」欄は、研究費、寄附金、設備、物品、その他から該当する名称を記入することとし、その他の場合にはかっこ書きで具体的に記入ください。
	
	本人が該当する内容
	親族が該当する内容

	企業名
	
	

	項目の名称
	
	

	金額
	
	

	活動内容
	
	


④について本人が該当する場合、兼業の状況についてご記入下さい。
	企業名
	

	職務内容
	

	役職
	

	従事期間
	

	年間の報酬額
	


⑨　本研究の資金源は次のいずれですか。
□　特段の経費を要しない＊＊　
□　公的研究費（研究費の名称：　　　　　　　）
□　運営交付金（教室費）
□　企業等との共同（受託）研究契約（企業等の名称：　　　　　）
□　奨学寄附金（寄附者：　　　　）
□　治験等による研究費　
□　その他（　　　　　　　　　）
　　＊＊　10万円を目安とします。
⑩　本研究の貴機関での実施に要する経費はいくらですか。
　　　本年度　約　　　万円　　　　　　　合計　約　　万円
⑪　当該企業等と利益相反が想定される、他の臨床研究を実施中ですか。
　　
□　ない　□　実施中（実施中の場合は、下記に決定通知番号等をご記入下さい。）

	決定通知番号
	研究課題名

	
	

	
	

	
	


先端技術研究倫理審査委員会　委員長　様
利益相反に関する事実関係について、上記のとおり申告します。
（提出日）　　　　年　　　月　　　日　　　
（所属・職） 　　　　　　　　　　　　　　　　
（氏　　名） 　　　　　　（記名押印又は自署）
